
防府市生産性向上設備導入資金融資要綱 

 

 令和７年４月１日施行 

（目的） 

第１条 この要綱は、防府市内の中小企業者（中小企業基本法（昭和３８年法

律第１５４号）第２条第１項に規定する中小企業者及び中小企業信用保険法

（昭和２５年法律第２６４号）第２条第１項第６号に規定する中小企業者を

いう。以下同じ。）が、物価高騰や人手不足、賃上げ等の経済状況の変化に

対応するために行う、生産性向上に資する設備導入に必要な資金を融資する

ことにより経営基盤の強化を図り、もって本市産業の振興発展に寄与するこ

とを目的とする。 

 （融資対象者） 

第２条 融資の対象となる者は、次の要件を備える者でなければならない。 

(１) 市内に主たる事業所を有し、事業を営んでいる者 

 (２) 事業計画が適正であり、貸付金の返済能力が認められる者 

 (３) 市税等を完納している者 

 (４) 山口県信用保証協会（以下「保証協会」という。）の保証対象業種を

営む者 

 (５) その他市長が特に必要と認める要件に該当する者 

 （融資金の使途） 

第３条 融資金の使途は、次のとおりとする。 

  運転資金及び設備資金 

 （融資対象設備） 

第４条 融資の対象となる設備は別表のとおりとする。 

 （融資条件） 

第５条 融資の条件は、次のとおりとする。 

 (１) 融資限度額 １，５００万円 

 (２) 融資利率  

イ 償還期間５年以内 年１．５％ 

  ロ 償還期間５年超  年１．６％ 



 (３) 保証料率 保証協会所定の率とする 

 (４) 償還期間 

  イ 設備資金 １０年以内 

  ロ 運転資金と設備資金の併用 １０年以内 

 (５) 返済方法 

  イ 月賦償還を原則とする。 

  ロ 設備資金は、２４か月以内の据置期間を置くことができる。 

  ハ 運転資金及び設備資金の併用は、２４か月以内の据置期間を置くこと

ができる。 

 (６) 連帯保証人 

   原則として、法人の代表者以外は不要とする。ただし、保証料率の上乗

せによる経営者保証の代替手法を活用する場合、連帯保証人は不要とする。 

 (７) 担保 

   原則として徴しない。 

  (８) 融資方法 

  イ 償還期限１年未満手形貸付け 

  ロ 償還期限１年以上証書貸付け 

 (９) 指定金融機関 

イ 東山口信用金庫本店及び防府市内各支店 

ロ 山口銀行防府市内各支店 

ハ 西京銀行防府市内各支店 

ニ 広島銀行防府市内各支店及びビジネスコンサルセンター 

ホ もみじ銀行防府市内各支店 

ヘ 萩山口信用金庫防府市内各支店 

 （申込手続） 

第６条 融資を受けようとする者は、市長が別に定める防府市振興資金融資申

込書を防府商工会議所（以下「会議所」という。）に提出しなければならな

い。 

２ 融資申込みの時期は、随時とする。 

 （融資の審査） 



第７条 会議所は、融資の適正を期するため、融資審査会（以下「審査会」と

いう。）を設けなければならない。 

２ 会議所は、審査会の組織及び運営に関する事項を定めようとするときは、

あらかじめ市長の承認を得なければならない。これを変更しようとするとき

も同様とする。 

 （融資の決定） 

第８条 融資の決定は、審査会の審査を経て行うものとする。 

２ 会議所は、前項の審査に必要な資料を作成し、審査会に提出するものとす

る。 

３ 会議所は、緊急その他特別な理由により審査会の審査を経て融資の決定を

するいとまがないと認めるときは、第１項の規定にかかわらず保証協会、市

及び取扱金融機関と協議して融資をすることができる。この場合、次期審査

会にその旨報告するものとする。 

 （保証料補給） 

第９条 市は、予算の範囲内において保証料を保証協会に対して補給するもの

とする。 

（原資預託等） 

第１０条 市は、この制度の円滑な運用を図るため、予算の範囲内において会

議所に対し融資に係る原資を無利子で預託するものとし、取扱金融機関は当

該預託額の５倍以上の額の融資残高を保有するよう努めなければならない。 

２ 前項に規定する預託は、前年度の２月末現在の当該資金の融資残高をもと

に会議所との協議により定めたうえ預託契約を結び実施するものとし、毎年

度の３月３１日に回収する。 

 （その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

   附 則  

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行前に融資を決定した資金については、なお従前の例による。 



別表 

区分 概要 

対象設備等 

〇３年間の事業計画期間において、事業者全体の労働生産

性（営業利益、人件費及び減価償却費の総和を労働者数で

除して得た数をいう。）が基準年度（直近の事業年度末を

いう。）に対して、年平均３％以上向上する設備等とす

る。 

※土地、建物の取得、申込人所有建物の新増改築や、事業

所外を走行可能な車両運搬器具等を除く。 

〇運転資金のみの申込みは不可とし、運転資金と設備資金

の併用における運転資金については、対象設備等の導入に

伴い必要となる経費に充てる資金に限るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


